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事業部間での知識の移転 : セイコーエプソン株式
会社のケース
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1 事業部間における人的な関係や組織文化に起因する要因のために，異なる事業部間での知
識移転はあまり効果的に実施されていない(Szulaski, 1996; Ruggles, 1998)． 






















































ンタビュー調査を実施した．2 回とも，福田，木村の 2 名でインタビュー調査を実施してい
る． 
 
図表 1 セイコーエプソンへのインタビュー調査 
 インタビュー日時および時間 インタビュー場所 
平澤豊満氏 2011 年 9 月 11 日 約 1 時間半 長野県上伊那郡箕輪町舎 
草間三郎氏 2011 年 10 月 17 日 約 1 時間半 セイコーエプソン本社 
 

















従業員数でみると 2012 年 9 月 3 日時点で，単体ベースで 12,785 名であり，連結ベースで
は 81,461 名である．また，セイコーエプソンの過去 5 年間における売上高および当期純利








                                                  
5 これは，木村が福田のセイコーエプソンへの理解を深める目的で企画し，その案内役を引
き受けたものである． 
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図表２ セイコーエプソンにおける連結売上高ならびに当期損益の状況（単位：百万円）            
 
                 （セイコーエプソン有価証券報告書より筆者作成） 
 











 セイコーエプソンは，現在，その継続的な発展に向けての長期ビジョンとして SE15 を制
定し，その実現に向けた取り組みを行っている
6
．SE15 は，同社が 2015 年度にありたい姿
                                                   
6
ここでの記述はセイコーエプソンのホームページの記述によっている．ホームページのア












H１９年度 H２０年度 H２１年度 H２２年度 H２３年度
売上高
当期純損益


















 なお，SE15 は 2009 年度から 2011 年度を前期としてすでに実施されている．前期の成
果と課題としては，以下のものが示されている． 
 
図表 3 SE15 の達成に向けた前期の成果とその課題 
〈成果〉 
経営の方向性に間違いはなく，着実な成果を上げた 
  事業領域・製品ラインアップの拡充，コスト構造の改革 
〈課題〉 
事業環境への対応スピードという点で課題が残った 
  景気低迷，円高，自然災害影響などへの対応 

















ンは，以下の図表４に示すように 7 事業本部・事業部から構成された企業であった． 
 
図表４ 設立時点でのセイコーエプソンの組織 
             セイコーエプソン 
             ウォッチ事業本部 
             プリンタ事業本部 
             電子機器事業本部 
             半導体事業本部 
             要素事業本部 
             表示体事業部 
             光学事業部 
                   （出所：木村(2009b)に基づき筆者作成） 
 
発足当時のセイコーエプソンは，資本金が 15 億 2,200 万円，売上高が約 3,000 億円，従業













として前述の大和工業を設立したのが 1942 年 5 月のことである．この時期は第二次世界大
戦中であったことから，その翌年には疎開工場として第二精工舎諏訪工場が設立されるこ
ととなった．大和工業とこの第二精工舎諏訪工場は，戦中・戦後を通じて「不離一体共同
経営」（木村, 2009b, p.5）を展開し，発展していくことになる．1959 年には，この大和工
業と第二精工舎諏訪工場が合併し，時計製造企業である諏訪精工舎が設立されることにな
ったのである．資本的な観点からだけ考えれば，諏訪精工舎と第二精工舎また工場精工舎









図表 5 服部時計店と 3 つの精工舎 
               服部時計店    工場精工舎 
                        第二精工舎 
                        諏訪精工舎 
                      （出所：木村(2009a, p.2)、一部省略） 
 
この諏訪精工舎は，諏訪，伊那，松塩地域において，時計の一貫製造体制を確立するこ






図表 6 諏訪精工舎の関連会社およびその工場 
浜澤工業茅野工場（文字盤製造）       1954 年設立 
        諏訪工場（時計組立）        1957 年操業開始 
高木工業（小物部品製造）          1957 年設立 
松島工業（硬石製造）            1959 年設立 
天竜工業（ケース製造）           1959 年設立 
塩尻工業（時計組立）            1959 年設立 
信州精器（1982 年エプソンに社名変更） 
        村井工場（地板・受製造）      1961 年設立 
        広丘工場（情報機器製造販売）    1970 年設立 
島内精器（時計組立）            1970 年設立 
              （出所：木村, 2009a, p.3） 
 






















































EPSON ブランド自体の制定日が 1975 年 6 月であるのに対して，1975 年 4 月には EPSON 
America Inc.が設立されている．つまり，日本でこのエプソン・ブランドを制定した（逆輸
入した）のは EAI 設立の 2 ヶ月後であるということになる． 





























































































オーツアストロンの発売を目前にした 1969 年 11 月，時計用 CMOS IC の開発を着手した
ときにはじまる」（木村, 2009a, p.30）．諏訪精工舎は，当時，半導体製造企業である NEC，
東芝，日立に水晶腕時計の開発に不可欠となる低電圧・ローパワーの CMOS-IC の開発を
依頼した．しかしながら，これらの製造会社から当時はまだこのような半導体はできない












































































TP-80（海外向けは TX-80）が発売された．これは当時信州精器で商品化されていた 80 桁
のドットプリンタメカを使用したものであった．次いで，1980 年には MP(MX)－80 が発
売される．これは IBM が IBM PC の標準プリンタとして OEM 調達したこともあり，「業
界のデファクトスタンダード」（木村, 2009a, p.24）となった．木村（2010b）によれば，
1980 年代末にはカラーインパクトドットプリンタ VP-2000 や VP-900 が商品化された．ま
た，ページプリンタについてもコントロール体系 ESC/PAGE を完成し，LP‐7000 を発売
する．インクジェットプリンタについては 1984 年に漢字インクジェットプリンタ IP-130K
を発売し（木村, 2010d），1989 年 7 月には IBM PS/55 シリーズに対応した高速インクジェ
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ットプリンタ BS-3000 が発売された（木村, 2010b）．その後，1993 年にはインクジェット
プリンタ MJ-500/1000 が発売された．「エプソンのインクジェットプリンタが大きく飛躍
を遂げるのは，1994 年 6 月に発売されたカラーインクジェットプリンタ MJ700V2C から




レーザープリンタ LP-3000，B4 レーザープリンタ LP-7000G，さらに ESPER レーザー









示方法には RCA 社が開発した DSM（Dynamic Scattering Mode）の液晶ディスプレイと


















                                                  
7 ここでの記述は主に，木村（2009a)によっている． 










図表 7 セイコーエプソンの業容と多角化展開 
 
                  情報機器事業 
                    BS 事業 
                    IJP-LP 事業 






































 QD 事業 
半導体事業 






































































５－３ S&S（スクラム アンド スクランブル） 
また，草間氏はセイコーエプソンにおける知識の移転にかかわる重要な方法の一つとし
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